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平成 16 年 3 月期  決算短信（連結）             平成 16 年 5 月 11 日 

上 場 会 社 名          日本輸送機株式会社（ニチユ）      上場取引所    東・大 
コ ー ド 番 号            ７１０５                                  本社所在都道府県 京都府 
（ＵＲＬ  http://www. nichiyunet.co.jp/ ） 
代  表  者    役職名  取締役社長           

氏  名  宮 川 良 男 
問合せ先責任者    役職名 常務取締役          

氏  名  天 野 昭 雄  ＴＥＬ(075)951－7171 
決算取締役会開催日 平成 16 年 5月 11 日 
米国会計基準採用の有無   無                                           
 
１． 16 年 3 月期の連結業績（平成 15 年 4月 1日～平成 16 年 3月 31 日） 
(1)連結経営成績                                 （百万円未満切捨） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円      ％        百万円    ％         百万円      ％

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

49,585    0.0 
49,570   △0.1 

2,176    － 
 △ 262    － 

2,332       － 
△ 246       － 

  

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益       

株主資本当 

期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

      百万円    ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

1,580    － 
△1,113    － 

 44.70 
△31.48 

44.28 
― 

 37.0 
△30.2 

 5.6 
△0.6 

 4.7 
△0.5 

(注) ①持分法投資損益       16 年 3 月期   59 百万円  15 年 3 月期     △3 百万円 
     ②期中平均株式数(連結) 16 年 3 月期 35,350,152 株   15 年 3 月期 35,360,155 株   
     ③会計処理の方法の変更   無 
      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円  銭

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

41,090 
42,583 

5,470 
3,080 

13.3 
 7.2 

154.77 
 87.13 

(注) 期末発行済株式数(連結) 16 年 3 月期 35,345,397 株  15 年 3 月期 35,353,843 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

5,080 
2,832 

△  587 
△2,815 

△4,490 
△  511 

1,458 
1,443 

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数 29 社  持分法適用非連結子会社数 0社  持分法適用関連会社数 5社 

 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結 (新規)4 社 (除外)0 社  持分法(新規)0 社 (除外)1 社 

 
２．17 年 3月期の連結業績予想（平成 16 年 4月 1日～平成 17 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円 

中 間 期 
通    期 

26,300 
52,600 

 

1,050
2,350 

 

  550 
1,300 

 (参考)１株当たり予想当期純利益（通期） 36 円 78 銭 
 
上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は 
今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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1．企業集団の概況

　当社の企業集団は、当社および子会社30社（うち連結子会社29社）と関連会社7社（うち持分法適用会社

5社）により構成され、その主な事業は、産業車両・物流システムおよびその他の製品の製造、販売および保守サー

ビス、ソフトウェア開発を営んでいる。企業集団の状況について事業系統図を示すと次のとおりである。

（事業系統図）
製　　品

産業車両部門
国内連結子会社１９社

その他部門
製 　品

産 業 車 両 大阪ニチユ(株)
部 門 産業車両部門

東京ニチユ(株) 製　　品
その他部門

九州ニチユ(株) 産業車両部門

 当 　中国ニチユ(株)　他１２社 その他部門 得
ｿﾌﾄｳｪｱ等
開発・委託

（物流ｼｽﾃﾑ部門） 　　　　テクノニチユ(株)
製作外注

 （その他部門） 　　ニチユマシナリー(株) 製　　品
（その他部門）

原材料 物流ｼｽﾃﾑ （物流ｼｽﾃﾑ部門） ニチユプラントサービス(株)
　・ 部 門
部　品

海外連結子会社10社 意

製 　品 製　　品

産業車両部門 産業車両部門
産業車両部門  NICHIYU ASIA PTE.LTD.

その他部門 その他部門
その他部門 力至優叉車(上海)有限公司

　　　　　　　　　他6社
製　品

製　　品
そ の 他 （産業車両部門） 上海力至優叉車製造有限公司 製　　品
部 門

部 品 供 給 （産業車両部門）

 社 先

製　　品 東 海 ニ チ ユ ㈱ 製　　品
北 関 東 ニ チ ユ㈱ 他３社

産業車両部門 産業車両部門

その他部門 その他部門

(損害保険他) (損害保険他)

製 　品 製　　品
山  梨  ニ  チ  ユ  ㈱

産業車両部門 産業車両部門
㈲  沖  縄  ニ  チ  ユ

その他部門 （九州ニチユ㈱より当社製品購入） その他部門
物流ｼｽﾃﾑ部門

主 要株主 １ 社
日 本 電 池 ㈱

持分法非適用関連会社２社

物流ｼｽﾃﾑ部門

物流ｼｽﾃﾑ部門

物流ｼｽﾃﾑ部門

物流ｼｽﾃﾑ部門

非連結子会社１社

㈲   大   伸   商   会

物流ｼｽﾃﾑ工事他委託

物流ｼｽﾃﾑ部門

NICHIYU AUSTRALIA PTY.LTD.

物流ｼｽﾃﾑ部門

物流ｼｽﾃﾑ部門

物流ｼｽﾃﾑ部門

物流ｼｽﾃﾑ部門

関連会社５社（持分法適用会社）
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２．経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針 

当社は、昭和１４年に国産第１号のバッテリーフォークリフトを開発して以来、バッ 

 テリーフォークリフトの専業メーカーとして発展してまいりました。当社が昭和３３年 

 に開発したリーチ型フォークリフト…商品名「プラッター」…は、リーチ型フォークリ 

フトの代名詞になっており、現在まで国内納入実績第１位を維持しております。 

この間、バッテリーフォークリフトの市場が拡大し、参入企業も相次ぎましたが、 

当社は積極的な営業拠点展開を行うと共に、顧客ニーズに基づく新商品開発と豊富な 

品揃えにより、バッテリーフォークリフトの国内シェアは第２位、フォークリフト全 

体でも第３位を占めるに至っております。 

当社の経営方針は、国内バッテリーフォークリフト部門を更に強化し、無線ＬＡＮ・ 

 ラックフォーク・自動倉庫・無人搬送車等の品揃えを充実させ、種々の物流ソリューシ 

 ョン提案を実施し、各企業のお役に立つことです。これによって、ウエアハウス物流機 

 器部門でトップ企業を目指すと共に、現在環境問題の高まりによりエンジンフォークリ 

 フトからバッテリー式への転換が進行しているアウトドア物流機器部門においても一

 定の地位の確保を目指します。海外については、市場の特性に合った商品を開発・投 

 入し国際化に遅れない様、発展途上各国・地域のバッテリーフォークリフト市場にお 

 いて伸長を期します。 

(2) 会社の利益配分に関する基本方針 

  当社は、その期の収益状況に対応し、株主各位への配当の充実と企業基盤確立のため

の内部留保とのバランスに配慮した利益配分を行うことを基本としております。内部留

保資金は、今後の競争力や企業基盤の強化のための投資に充当する予定であります。 

(3) 投資単位の引下げに関する考え方及び方針 

  投資単位の引下げは株式の流動性を高め、より広範な投資家の参加を促すための有

用な施策のひとつと認識しておりますが、現状の当社の株価水準から判断して一単元 

1,000 株は妥当であり、当面引下げの必要はないと考えております。 

(4) 目標とする経営指標 

当社は、連結売上高経常利益率を重視し、５％以上を目標にしております。 
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(5) 中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

  わが国の経済情勢は、中長期的に構造デフレが継続し、物流機器業界は依然厳しい 

状況が続くものと思われます。 

こうした状況の中で、当社は商品開発力・コスト競争力の強化、販売管理体制の整

備等を着実に実施し、企業業績向上に邁進していきたいと考えております。また、部

門別収益管理を一層強化し、部門収益連動賞与を拡充すると共に、内外の子会社は連

結キャッシュ・フローを重視した経営管理を実施して、企業風土及び体質の改善に努

めてまいります。 

その具体的な取り組みは、 

①商品開発の着実な実行  

社内各部門のマーケティング力や技術開発力を強化し、価格・品質とも顧客の満

足する商品・システムを開発する。 

②コスト競争力の強化 

設計段階からのコストダウン、調達部品の見直し、海外を含めた調達先の多様化、 

プロセス管理の徹底によりコスト競争力を強化する。また、間接部門の効率化に

   より収益力の向上を図る。 

③国内営業体制の改革 

提案型営業力の強化、営業・サービス一体の体制整備、サービスの質・量の向上

   により、国内販売会社の経営基盤を一段と強化する。 

④海外部門を事業体として展開 

海外販売会社の国・地域別目標管理の徹底等、経営管理を抜本的に強化し、中国

   生産子会社の生産拡大を図る。 

⑤人材育成と企業体質の変革 

当社グループ全体で、人員の効率的な配置と社内教育を実施し、職務と能力・実

   績に重点を置いた給与・人事体系への転換を図る。 

の通りであります。 

(6) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

当社では、執行役員制度は導入せず、常務取締役を中心とした経営会議で戦略を練り、 
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また、取締役は経営責任と業務執行責任の両方を意識した体制のもとに取締役会を開 

催し、対処すべき経営課題や重要事項の決定について充分に議論、検討を行った上で、 

迅速かつ的確な経営判断を行うことを基本としております。 

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレー 

ト・ガバナンス体制の状況 

(a)委員会等設置会社であるか監査役制度採用会社であるかの別 

監査役制度を採用しております。 

(b)社外取締役・社外監査役の専任の状況 

社外取締役は取締役１０名中１名（内、常勤０名）、社外監査役は監査役４名中 

２名（内、常勤０名）であります。 

(c)社外役員の専従スタッフの配置状況 

特定はしておりませんが、総務部総務課にて対処しております。 

(d)業務執行・監視の仕組み 

毎月の定例及び臨時取締役会に加えて毎週経営会議を開催し、迅速かつ効率的 

な業務執行及び取締役間の執行監視を行っております。 

 

以上の内容を図示すると以下のとおりとなります。 
 

 

株主総会

取締役会
取締役

代表取締役社長

産業機械事業部海外事業部

経営会議

フォークリフト製造部門 国内営業部門 管理部門

監査役会
監査役
業務監査

会計監査人
公認会計士
会計監査

選任・解任 選任・解任 選任・解任

品質保証部
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②リスク管理体制の整備の状況 

社会的リスクに対しては、会社不祥事等の発生を未然に防止し、その発生時には

適切に対応するため、ニチユ倫理綱領を策定すると共に企業倫理委員会等の組織

を設置しております。また、自然災害及び海外で発生するリスクに適切に対応す

るための体制を整備しております。 

③会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係 

その他の利害関係の概要 

社外取締役である村上晨一郎及び社外監査役である島津光一は、当社の大株主で

ある日本電池株式会社の取締役社長及び常任監査役であります。日本電池株式会

社は、当社の主要仕入先であり、購入については市場の実勢価格に基づき毎期価

格交渉のうえ価格決定しております。 

社外監査役である児玉吉弘は、当社の大株主である大日本塗料株式会社の非常勤

監査役であります。 

④会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実 

施状況 

当社は、取締役会を原則毎月１回開催しており、法令で定めた事項及び経営上の

重要事項についての決定を行っております。また、社外監査役２名を含む４名で

監査役会を構成し、取締役会及び経営会議への出席を含め、経営の適正な監査を

行っております。なお、当社は監査法人トーマツと監査契約を締結し、会計監査

を受けております。 

３．経営成績及び財政状態 

〔Ⅰ〕経営成績 

(1) 当期の概要 

当期（平成１６年３月期）における我が国の経済は、株式市場や設備投資に回復の

兆しが見えるものの個人消費は依然力強さに欠け、また円高ドル安の影響が懸念され

るなど先行き不透明な状況にあります。 

世界経済においても、中国を中心にアジア経済は比較的順調であり、米国景気も回

復期待が出てきておりますが、欧州経済は停滞感を強めており、全体としては低調に

推移しております。 

このような経済環境下、当社グループはウエアハウス物流機器部門のトップ企業を 

 



 7

目指すと共に、アウトドア物流機器部門において一定の地位を確保すべく、ユーザー

の合理化ニーズの高度化・多様化に応える商品・システムの開発に努め、営業基盤の

拡大と営業・サービス一体化に取り組んでおります。また、経営管理面では、コスト

ダウン、品質管理体制の整備等、企業体質の改善の諸施策を引き続き推進し、企業収

益重視の経営を推進してまいりました。 

当期の売上高は、産業車両部門では、国内バッテリーフォークリフトは設備投資の 

回復やフォークリフトのバッテリー化の伸展で需要が伸び、また、輸出も中国向けが 

伸びましたものの、国内・海外販売会社の在庫調整を実施しました結果、産業車両部 

門全体では前年比１％の減収となりました。物流システム部門では、前年よりの国内 

景気の回復基調を受け、大規模企業では積極的な設備投資が見られましたものの、中 

規模企業での設備投資が低調であった影響を受けました。しかし、国内販売会社が顧 

客ニーズに基づき多様な物流システム商品を販売しました結果、前年比１１％の増収 

となりました。その他部門は産業用清掃機器の販価対応が出来ず大幅減収となり、総 

じて７％の減収となりました。その結果、売上高合計は４９５億８千５百万円と前年 

比ほぼ横ばいとなりました。 

一方損益面では、設計段階からのコストダウンや人件費を含む経費の大幅削減等に 

努めた結果、２３億３千２百万円の経常利益（前年経常損失 2億 4千 6百万円）とな 

り、また当期純利益は１５億８千万円（前年当期純損失 11億 1千 3百万円）となり 

ました。 

(3) 次期の見通し 

我が国の経済情勢は、中長期的に構造デフレが継続し、物流機器業界は依然厳しい状

況が続くものと思われます。しかし、フォークリフト市場は環境問題の高まりからバッ

テリー化が進行しており、物流コスト削減の顧客ニーズも高く、また、中国を中心にア

ジア経済は比較的順調であります。このような状況下、当社は、特定業種・市場に向け

た差別化商品の投入やコスト競争力・品質管理体制の強化などの一連の経営方針を遂行

し、また、レンタル販売の増加に対応すると共に、キャッシュ・フローを重視した経営

管理を実施して、経営の迅速化、企画力・実行力の強化など「企業体質の改善」による

競争力の強化に努め、業績向上に邁進する所存であります。 
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〔Ⅱ〕財政状態 

営業キャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益２４億６千４百万円、減価償 

却費２５億６千５百万円等により５０億８千万円の増加（前期２８億３千２百万円の 

増加）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出１２億２千 

５百万円がありましたものの投資有価証券の売却による収入３億１千５百万円等に 

より５億８千７百万円の減少（前期２８億１千５百万円の減少）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済等により４４億９千万円の減 

少（前期５億１千１百万円の減少）となりました。 

以上の結果、当期の現金及び現金同等物の期末残高は１４億５千８百万円となり前 

 期末残高に比べ１千５百万円増加いたしました。 
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４．連結財務諸表等

　（１）連結貸借対照表 （単位：百万円未満切捨）

前  期 当  期 前  期 当  期

 H15.3.31  H16.3.31  H15.3.31  H16.3.31

流 　動 　資 　産  20,576  19,849 △ 726 流 　動 　負 　債 26,557 22,961 △ 3,596

現 金 及 び 預 金  1,443  1,458 15 支払手形及び買掛金 11,397 11,365 △ 31

受取手形及び売掛金  13,682  13,470 △ 212 短 期 借 入 金 9,550 6,668 △ 2,881

た な 卸 資 産  4,301  3,583 △ 717 １年以内に返済する長期借入金 1,529 1,000 △ 529

繰 延 税 金 資 産  634  854 219 未払金及び未払費用 1,336 1,220 △ 115

そ の 他  617  538 △ 78 未 払 法 人 税 等 549 1,361 812

貸 倒 引 当 金 △ 103 △ 55 47 賞 与 引 当 金 911 990 79

固 　定 　資 　産  22,006  21,241 △ 766 設 備 関 係 支 払 手 形 487 56 △ 430

有 形 固 定 資 産  15,376  14,139 △ 1,236 そ の 他 795 297 △ 498

建 物 及 び 構 築 物  4,982  4,685 △ 296 固 　定 　負 　債 12,825 12,537 △ 288

機械装置及び運搬具  4,546  3,635 △ 911 　長 期 借 入 金 5,890 5,396 △ 494

リ ー ス 車 両  1,185  1,231 45 　退 職 給 付 引 当 金 6,734 6,956 221

土 地  3,963  4,039 76 　役員退職給与引当金 190 175 △ 15

そ の 他  697  547 △ 150 　そ の 他 9 9 0

 無 形 固 定 資 産 99 88 △ 11  　　負     債     合     計 39,383 35,498 △ 3,884

施 設 利 用 権 等 99 88 △ 11 少 数 株 主 持 分 120 121 1

 投 資 そ の 他 の 資 産  6,531  7,012 481 資 本 金 1,780 1,780 －

投 資 有 価 証 券  3,029  4,501 1,471 資 本 剰 余 金 189 189 －

長 期 貸 付 金 8 7 0 利 益 剰 余 金 1,230 2,814 1,583

繰 延 税 金 資 産  2,912  1,989 △ 923 土 地 再 評 価 差 額 金 104 144 39

そ の 他  637  562 △ 75 その他有価証券評価差額金 △ 15 981 996

貸 倒 引 当 金 △ 56 △ 48 8 為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 158 △ 386 △ 227

自 己 株 式 △ 50 △ 52 △ 1

 　　資     本     合     計 3,080 5,470 2,390

 42,583  41,090 △ 1,493 42,583 41,090 △ 1,493資    産    合    計 　負債、少数株主持分および資本合計

資           産           の           部 負債、少数株主持分及び資本の部

科　　　　　　目  増減（△） 科　　　　　　目  増減（△）
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（２）連結損益計算書

（単位：百万円未満切捨）

金　　額 比　率 金　　額 比　率

49,570  100.0% 49,585  100.0% 14

38,822  78.3 37,059  74.7 △ 1,763

10,747  21.7 12,525  25.3 1,778

11,010  22.2 10,348  20.9 △ 661

△ 262 △ 0.5 2,176 4.4 2,439

248  0.5 343  0.7 94

(1) 受 取 利 息 16 11 △ 4

(2) 受 取 配 当 金 33 34 0

(3) 持 分法に よ る 投資利益 － 59 59

(4) そ の 他 198 238 39

232  0.5 187  0.4 △ 44

(1) 支 払 利 息 155 111 △ 43

(2) 持 分法に よ る 投資損失 3 － △ 3

(3) そ の 他 73 76 2

△ 246 △ 0.5 2,332 4.7 2,578

240  0.5 165  0.3 △ 74

898  1.8 33  0.0 △ 864

△ 903 △ 1.8 2,464 5.0 3,368

487  1.0 793  1.6 306

△ 281 △ 0.6 79 0.2 361

(減算)  3  0.0 (減算)  11  0.0 (減算)  8

△ 1,113 △ 2.2 1,580 3.2 2,693

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 損 益

当 期 純 利 益 （ △ 純 損 失 ）

特 別 利 益

特 別 損 失

税金等調整前当期純利益（△純損失）

法 人税 、 住民税及び事業税

営 業 利 益 (△ 損 失 )

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益 (△ 損 失 )

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

科      　　     　　　目
 前期（H14.4～H15.3)  当期（H15.4～H16.3)

 増減（△）
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（３）連結剰余金計算書

（単位：百万円未満切捨）

 Ⅰ．資本剰余金期首残高 189 189

 Ⅱ．資本剰余金期末残高 189 189

 Ⅰ．利益剰余金期首残高 2,498 1,230

 Ⅱ．利益剰余金増加高

１．連結子会社除外に伴う剰余金増加高 3 －

２．連結子会社増加に伴う剰余金増加高 － 3

３．当期純利益 － 3 1,580 1,583

 Ⅲ．利益剰余金減少高

１．当期純損失 1,113 －

２．配  当  金  141 －

３．役員賞与金  15 －

 　　（うち監査役賞与金）  ( 3 ) 1,270 － －

 Ⅳ. 利益剰余金期末残高  1,230  2,814

  （　利益剰余金の部　）

科                     目
前　   期 当　   期

（H14.4 ～H15.3) （H15.4 ～H16.3)

  （　資本剰余金の部　）
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円未満切捨）

 　　　　　　　　　　　　　　　期　別 前　　　　期 当　　　　期
自　平成14年４月 １日 自　平成15年４月 １日
至　平成15年３月31日 至　平成16年３月31日

 科　目 金　　　　　　額 金　　　　　　額
 Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
 　税金等調整前当期純利益（△純損失） △ 903 2,464
 　減価償却費 3,420 2,565
 　連結調整勘定償却額 ‐ 154
 　賞与引当金の増減額（△減少） △ 214 67
 　役員退職給与引当金の増減額（△減少） 17 △ 15
 　退職給付引当金の増加額 26 204
 　受取利息及び受取配当金 △ 49 △ 45
 　支払利息 155 111
 　投資有価証券評価損 828 1
 　売上債権の減少額 216 392
 　たな卸資産の減少額 659 820
 　リース車両の増加額 △ 536 △ 507
 　仕入債務の減少額 △ 69 △ 308
 　そ　の　他 57 △ 737
 　　　　小　　　計 3,608 5,167
 　利息及び配当金の受取額 49 45
 　利息の支払額 △ 154 △ 107
 　法人税等の支払額 △ 671 △ 24

 　　営業活動によるキャッシュ・フロー 2,832 5,080
 Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
 　有形固定資産の取得による支出 △ 3,020 △ 1,225
 　有形固定資産の売却による収入 723 288
 　投資有価証券の取得による支出 △ 196 △ 9
 　投資有価証券の売却による収入 12 315
 　連結範囲の変更を伴う子会社株式の
 　取得による増加額
 　短期貸付の純増減額(△増加額) △ 307 9
 　そ　の　他 △ 26 7

 　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,815 △ 587
 Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
 　短期借入金の純減額 △ 529 △ 3,095
 　長期借入れによる収入 5,180 450
 　長期借入金の返済による支出 △ 4,993 △ 1,848
 　配当金の支払額 △ 141 ‐
 　そ　の　他 △ 26 5

 　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 511 △ 4,490
△ 15 △ 22

‐ 35
△ 509 15
1,953 1,443
1,443 1,458

（注）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係
項　　　　目

現　金　及　び　預　金
合　　　　計  1,443  1,458

－ 25

 　期首残高  　期末残高
 1,443  1,458

 Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高

 Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額
 Ⅴ　新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加
 Ⅵ　現金及び現金同等物の増減額（△減少）
 Ⅶ　現金及び現金同等物の期首残高
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(5) 連結財務諸表作成の基本となる事項 

１. 連結の範囲に関する事項 

連結子会社数及び主要会社名 29 社 大阪ニチユ㈱ 東京ニチユ㈱ 

                               九州ニチユ㈱ 中国ニチユ㈱ 

NICHIYU AUSTRALIA ＰＴＹ.LTD.  
SHANGHAI NICHIYU FORKLIFT 
MANUFACTURING CO.,LTD. 他     

連結子会社の増加 

当期に新たに設立した力至優香港有限公司と力至優叉車（天津）有限公司を連結

の範囲に含めた。 

前期に非連結子会社であったニチユプラントサービス㈱と関連会社であったニチユ・

茨城㈱を連結の範囲に含めた。 

主要な非連結子会社名   ㈲大伸商会 
非連結子会社は小規模会社であり、その総資産合計額、売上高合計額、当期純 

損益及び利益剰余金のうち持分に見合う額の合計額は、いずれも連結財務諸表に 
重要な影響を及ぼさないので連結の範囲より除いた。 

２． 持分法の適用に関する事項 

持分法適用会社数及び主要会社名 

非連結子会社  ０社 

関 連 会 社   5 社       東海ニチユ㈱  北関東ニチユ㈱ 他 

持分法適用会社の減少 

前期まで持分法適用会社であったニチユ・茨城㈱は、当期より連結子会社となった

ため、持分法適用会社より除外した。 

主要な持分法非適用会社名    ㈲大伸商会 
持分法非適用会社の当期純損益及び利益剰余金の額のうち持分に見合う額の合

計額は、いずれも連結純損益及び連結利益剰余金に与える影響が軽微なため、持

分法は適用していない。  

３． 連結子会社の事業年度に関する事項 

国内連結子会社の決算日は３月 31 日、在外連結子会社の決算日は 12 月 31 日である。

なお、連結決算日との間に生じた重要な取引がある場合は、連結上必要な調整を行って

いる。  

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

(ｲ) 有価証券及び投資有価証券の評価基準及び評価方法 

投資有価証券のうち時価のあるものは市場価格等に基づく時価法（評価差額は、 

全部資本直入法によっている。売却原価は移動平均法により算定。）時価のない 

ものは移動平均法による原価法。 
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(ﾛ) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

製品及び商品、仕掛品  当社が保有するフォークリフトの製品及び仕掛品並び 

に販売部品は総平均法による原価法、その他は個別法 

による原価法。 

連結子会社が保有する商品・仕掛品は個別法による 

原価法、修理用部品については最終仕入原価法。 

半   製   品      総平均法による原価法。 

原   材   料       移動平均法又は総平均法による原価法。 

貯   蔵   品      移動平均法による原価法又は最終仕入原価法。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産は定率法、無形固定資産は定額法。但し、平成10年4月1日以後取得

した建物（建物附属設備を除く）については定額法によっている。在外連結子会社に

ついては有形・無形固定資産ともに定額法によっている。 

(3) 引当金の計上基準 

(ｲ) 貸倒引当金 

当社は一般債権については貸倒実績率法によっている。貸倒懸念債権は財務内容 

評価法によっている。連結子会社は一般債権については貸倒実績率による計算額を、 

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込 

額を計上している。 

(ﾛ) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与に充てるため、翌期に支給される賞与見込額のうち当 

期の負担となる額を計上している。 

(ﾊ) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当社は当期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上してい

る。数理計算上の差異については、１０年の定率法により発生した会計年度の翌期

から費用処理を行う。連結子会社は、一時金制度においては期末自己都合要支給

額、年金制度においては直近の責任準備金の額より年金資産の額を差し引いた額

を計上している。 

(ﾆ) 役員退職給与引当金 

当社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を役

員退職給与引当金（商法施行規則第 43 条に規定する引当金）として計上している。 
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(4) リース取引の会計処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース 

取引については、親会社及び国内連結子会社は通常の賃貸借取引に準じた会計 

処理によっており、在外子会社は通常の売買取引に準じた会計処理によっている。 

(5) 消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は税抜方式によっている。 

５．ヘッジ会計の方法 

為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行なっている。

また、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用している。 

６．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

利益処分については、連結会計期間において確定した利益処分を基礎として連結剰余 

金計算書を作成している。 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時 

引出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスク 

しか負わない取得日から 3 ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。 

８．外貨建資産・負債の本邦通貨への換算基準 

短期金銭債権債務及び長期金銭債権は決算時の為替相場により円換算を行なってい

る。但し、為替予約により決済時における円貨額が確定しているものについては、当該

円貨額を付している。 

９．連結納税制度の適用 

当期から連結納税制度を適用している。 

 

（注記事項） 

連結貸借対照表関係                     （単位：百万円未満切捨） 
 

 
前 期 

(H15.3.31) 
当 期 

(H16.3.31) 
増 減 

(△) 
 
１．受 取 手 形 割 引 高 

 
    － 

 
      ６ 

 
      ６ 

  
 ２．有形固定資産の減価償却累計額 

 
    23,801 

 
26,315 

 
2,514 
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５．セグメント情報

　１．事業の種類別セグメント情報

 前期（自平成14年4月1日　至平成15年3月31日）　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円未満切捨）

産業車両部門 物流ｼｽﾃﾑ部門 その他部門 計 消去又は全社 連結

(1) 外部顧客に対する売上高  40,637  6,919  2,013  49,570 -  49,570

(2) セグメント間の内部売上高または振替高 - - - - （-） -

計  40,637 6,919 2,013  49,570 （-）  49,570

営 業 費 用  37,722  7,637  1,957  47,318  2,514  49,832

営 業 利 益  2,915 △ 718 55  2,252  ( 2,514) △ 262

資 産  28,315  4,999  783  34,097 8,485  42,583

減 価 償 却 費  3,217  125  56  3,400  20  3,420

資 本 的 支 出  3,288  41  40  3,371  11  3,382

 当期（自平成15年4月1日　至平成16年3月31日）　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円未満切捨）

産業車両部門 物流ｼｽﾃﾑ部門 その他部門 計 消去又は全社 連結

(1) 外部顧客に対する売上高  40,054  7,654  1,876  49,585 -  49,585

(2) セグメント間の内部売上高または振替高 - - - - （-） -

計  40,054 7,654 1,876  49,585 （-）  49,585

営 業 費 用  35,634  7,744  1,888  45,267  2,140  47,408

営 業 利 益  4,420 △ 90 △ 12  4,317  ( 2,140) 2,176

資 産  26,214  4,000  870  31,085 10,005  41,090

減 価 償 却 費  2,402 92  26  2,521  44  2,565

資 本 的 支 出  1,320  31  10  1,362  16  1,379

（注）①　事業区分の方法

　　　　当連結グループの事業を、製品・商品の種類別の類似性を総合的に判断して区分している。

　　　　但し、当社の部門別売上高で区分表示している販売部品は、各事業区分所属の主要な製品・

　　　　商品に使用された保守販売部品にそれぞれ所属させている。

Ⅰ．売上高及び営業損益

 　売    上    高

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出

Ⅰ．売上高及び営業損益

 　売    上    高

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出
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    ②　各事業区分の主要な製品・商品

事 業 区 分

 　　　　　

    ③　営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社

        の管理部門に係る費用である。

    前　期　　　 2,514百万円

    当　期　　　 2,140百万円

    ④　資産のうち、「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の主なものは、当社及び連結子

 　     会社の余資運用資金（現預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び当社

        の管理部門に係る資産である。

    前　期　　　 8,485百万円

    当　期      10,005百万円

２．所在地別セグメント情報

　　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割

　  合が、いずれも９０％を超えているため記載を省略している。　　　　　　　　　　　　　　　

３．海外売上高

（単位：百万円未満切捨）

前　　期 当　　期

Ⅰ.

Ⅱ.

Ⅲ.

（注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　　　２．各セグメントの売上高が連結売上高の１０％未満であるため、国又は地域ごとのセグ

        メントを区分していない。

（リース取引関係）

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略している。

主   要   な   製   品   ・   商   品

産 業 車 両 部 門
  バッテリーフォークリフト・バッテリー機関車等

  同保守販売部品

物 流 シ ス テ ム 部 門
  無人搬送システム・自動倉庫等

  同保守販売部品

そ の 他 部 門
  床面清掃機・床面洗浄機・巻取装置等

  同保守販売部品

自 平成14年４月1日

至 平成15年3月31日

自 平成15年４月1日

至 平成16年3月31日

連結売上高に占める海外売上高の割合(％)  9.6  10.4

海 外 売 上 高  4,767  5,170

連 結 売 上 高  49,585 49,570
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 当期（自　平成15年４月１日　至　平成16年３月31日）

(1)親会社及び法人主要株主等

直接 間接  　※ 日本電池株式会社

13.4 － 製品の購入及び

日 本 電 池 当社製品の販売

株 式 会 社

（京都市南区）営  原材料・製品

業  の購入

取

引

（注）※内、取締役村上晨一郎は、日本電池㈱の代表取締役社長である。

    　日本電池㈱との取引は、当社取締役によるいわゆる第三者のための取引である。

　　　取引条件及び取引条件の決定方針等　　　

　　　(1)原材料の購入については、市場の実勢価格に基づき毎期価格交渉のうえ、価格決定している。

　　　(2)当社製品の販売について、価格その他の取引条件は当社と関連を有しない他の当事者と同様の

　　　　条件によっている。

会 社 名
（住　　所）

    2,839 百万円

属
　
性

議決権等の 関　係　内　容

資 本 金 事 業 の 内 容 被　所　有
 役員の兼務等  事業上の関係

割合（％）

兼任　２名

取　引　内　容 取　引　金　額 科　　目 期　　末　　残　　高

（関連当事者との取引）

買 掛 金        1,164 百万円

 受取報奨金        45 百万円

法
　
人
　
主
　
要
　
株
　
主

14,353百万円  電気機器製造業
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(単位：百万円未満切捨)

繰延税金資産（流動） 前期(H15.3) 当期(H16.3)

たな卸資産未実現利益 388 380

未 払 事 業 税 29 91

賞 与 引 当 金 311 408

そ の 他 93 98

　　繰延税金資産（流動）小計           821 979

　　　　　　　　　　　評 価 性 引 当 額 △ 177 △ 125

　　　　　　　　　繰延税金資産（流動）合計           644 854

繰延税金負債（流動）

貸 倒 引 当 金 9 0

　　繰延税金負債（流動）合計 9 0

繰延税金資産（流動）の純額　 634 854

繰延税金資産（固定）

有形固定資産未実現利益 334 210

退 職 給 付 引 当 金 2,344 2,652

役 員 退職給与引当金 76 71

繰 越 欠 損 金 1,351 1,028

そ の 他 413 81

　　繰延税金資産（固定）小計           4,520 4,044

評 価 性 引 当 額 △ 1,377 △ 1,212

　　繰延税金資産（固定）合計           3,143 2,831

繰延税金負債（固定）

買換資産圧縮積立金 230 216

　　　　有価証券評価差額金 0 625

　　繰延税金負債（固定）合計           231 842

繰延税金資産（固定）の純額             2,912 1,989

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異となった主な項目別の内訳

（単位：％）

前期(H15.3) 当期(H16.3)

　　法定実効税率　　　　　　　                  　　 △ 42.0 42.0

　　　　（調整）交際費等永久に損金とならない項目 　 2.0 1.0

  受取配当金　 △ 0.4 △ 0.2

  住民税均等割　 2.7 1.0

  繰延税金資産に係る評価性引当額の増加 49.1 △ 7.3

  期末税効果実効税率の変更 12.4 0.9

  試験研究費税額控除 － △ 3.5

  連結納税に伴う付加税（2％） － 2.1

  その他 　　　　　　　　　　　　　　　 △ 1.0 △ 0.6

          税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.8％ 35.4％
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(有価証券の時価等)

・前期　（自平成１４年４月１日　　至平成１５年３月３１日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円未満切捨）

差　　額

14

14

２．時価評価されていない主な有価証券（平成1５年3月31日現在）

（単位：百万円未満切捨）

・当期　（自平成１５年４月１日　　至平成１６年３月３１日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円未満切捨）

差　　額

△ 1,610

△ 1,610

２．時価評価されていない主な有価証券（平成16年3月31日現在）

（単位：百万円未満切捨）

非上場株式(店頭売買株式を除く) 60

 連結貸借対照表計上額

その他有価証券

その他有価証券
株　　　　　　　式

2,556 4,166

合　　　計 2,556 4,166

非上場株式(店頭売買株式を除く) 61

当　期（平成16年3月31日現在）

取　得　原　価 連結貸借対照表計上額

 連結貸借対照表計上額

その他有価証券

その他有価証券
株　　　　　　　式

2,744 2,730

合　　　計 2,744 2,730

前　期（平成15年3月31日現在）

取　得　原　価 連結貸借対照表計上額
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（退職給付に関する注記） 

 (1)採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社９社は、退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度のほか、 

 確定給付型の適格退職年金制度に加入している。尚、国内連結子会社９社は、退職給付 

債務の算定にあたり簡便法を採用しており、退職給付費用は勤務費用に計上している。 

(2)退職給付債務に関する事項 

                   （単位：百万円未満切捨）  

 前期(Ｈ15.3) 当期(Ｈ16.3)         

イ．退職給付債務              △ 11,388   △ 11,432 

ロ．年金資産残高                    3,487     3,708 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）         △  7,901   △  7,723 

ニ．数理計算上の差異              1,166      767 

ホ．退職給付引当金（ハ＋ニ）        △ 6,734   △ 6,956 

(3)退職給付費用に関する事項 

（単位：百万円未満切捨）  

 前期(Ｈ15.3) 当期(Ｈ16.3) 

イ．勤務費用                   546     603 

ロ．利息費用                   231          228 

ハ．期待運用収益              △     62     △    56 

ニ．数理計算上の差異の費用処理額         219          240 

ホ．退職給付費用合計（イ＋ロ＋ハ＋ニ）      934        1,015 

(4)退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

前期(Ｈ15.3)  当期(Ｈ16.3) 

退職給付見込額の期間配分方法    期間定額基準  期間定額基準 

割引率                 ２．５％    ２．５％ 

期待運用収益率             ２．５％        ２．５％ 

過去勤務債務の額の処理年数    １０年（定額法）１０年（定額法） 

数理計算上の差異の処理年数    １０年（定率法）１０年（定率法） 
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（生産、受注及び販売の状況）

(1)　生産実績

　　当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、

　　次のとおりである。

（単位：百万円未満切捨）

事業の種類別セグメント

産 業 車 両 部 門  36,776 △ 0.2

物 流 シ ス テ ム 部 門  3,521 △ 6.8

そ の 他 部 門 1,084 △ 1.2

合　　　　　計  41,382 △ 0.8

　 (注) 1．金額は、販売価格によっている。

 　      2．上記の金額には、消費税等は含まれていない。

(2)　受注実績

　　当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、

　　次のとおりである。

（単位：百万円未満切捨）

事業の種類別セグメント 受注高 前年同期比（%） 受注残高 前年同期比（%）

産 業 車 両 部 門  40,335 △ 0.3  3,296 9.3

物 流 シ ス テ ム 部 門  7,738 22.3  1,935 4.5

そ の 他 部 門  2,164 11.7  581 98.1

合　　　　　計  50,238 3.1  5,812 12.7

　 (注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。

(3)　販売実績

　　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、

　　次のとおりである。

（単位：百万円未満切捨）

事業の種類別セグメント

産 業 車 両 部 門  40,054 △ 1.4

物 流 シ ス テ ム 部 門  7,654 10.6

そ の 他 部 門  1,876 △ 6.8

合　　　　　計  49,585 0.0

　 (注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　生　　　産　　　高 前年同期比（％）

販　　　売　　　高  　前年同期比（％）

 
 


